
4 款 1 項 9 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

48,358 48,358 48,358 48,358 48,358 241,790

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

浄化槽設置基数（個人設置型） 基 29 50 8 31
項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 29,232 38,904 5,649 31,197

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

2,771
県支出金 428 1,233 0 649

人件費 3,977 5,629 3,216 5,629
国庫支出金 2,348 4,689 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.50 0.70 0.40 0.70
人件費単価 7,954 8,042 8,042

5,629
合計 0 44,826 5,649 34,617

事業費
直接事業費 28,031 39,197 2,432 28,988
人件費 3,977 5,629 3,217

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

河川・海等の公共用水域の水質保全や生活環境の改善を図ることを目的とする。

事業の内容

浄化槽の適正な設置及び維持管理を行う方を対象に、合併処理浄化槽の新設、汲み取り便槽または単独処
理浄化槽から合併処理浄化槽への設置替えに対し、伊予市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱に基づき
補助金を交付する。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

広報誌による周知について、内容見直しを行い実施。

事業の対象 下水道等（公共下水、農業集落排水）の整備計画区域以外の市民、下水道整備計画区域内の公共下水事業認可区域を除く区域の市民

根拠法令等
浄化槽法、建築基準法、伊予市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
生活環境の整備

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 下水道課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業
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記入者情報 所属長： 向井 英文 担当責任者： 岡市 裕二

事務事業名 浄化槽設置整備事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
本市の厳しい財政状況からして、市街化調整区域への公共下水道の延伸や都市計画区域外での農業集
落排水の新規整備は、非常に厳しいものがある。よって、浄化槽設置整備事業の促進にあっては、広報
誌やホームページを活用し周知することは勿論のこと、地域に出向き説明会等を開催するなど積極的な
取組みを行う。

課題認識

汚水の面整備が進まないことで、生活排水処理目標達成に遅れが生じないよう、合併処理浄化槽による
普及事業を推進する必要がある。そのためにも事業計画区域の見直しを行い、合併処理浄化槽による整
備区域の拡大を図ることが重要である。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

対象区域が主に市街化調整区域であり建築制限があるため、新規設置は少数となる。このため、転換の
推進を図る必要があることから、引き続き広報誌等による周知を行う。なお、合併処理浄化槽整備事業の
一本化に関する環境審議会の答申により、事業改善について検討を行いたい。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 100%(350:350基） 100(50基/250基) 100(100基/250基) 100(150基/250基)
実　　績 61.14 62 0 0

成果指標

成果指標
整備率＝設置整備基数累計÷計画基数

指標設定の
考え方

循環型社会形成推進交付金事業実施計画において、Ｈ27〜Ｈ31の5カ年で浄化槽（個人設置型）の設置整備
を250基計画しており、計画基数に対する設置整備基数を成果指標「整備率」とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標26年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


